
（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 香川県丸亀市 平成23年度 

人 口 
面 積 

歳 入 総 額 
歳 出 総 額 

実 質 収 支 
標 準 財 政 規 模 
地 方 債 現 在 高 

112,173 

111.79 
42,032,945 
40,697,392 

1,192,570 
24,140,950 
42,126,043 

人(H24.3.31現在) 

ｋ㎡ 
千円 
千円 

千円 
千円 
千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 
実 質 公 債 費 比 率 
将 来 負 担 比 率 

- 

- 
7.9 
61.8 

％ 

％ 
％ 
％ 

市 町 村 類 型 
( 年 度 毎 ) 

H19  Ⅲ－１  H20  Ⅲ－１  H21  Ⅲ－１   
H22  Ⅲ－１  H23  Ⅲ－１ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 
 最大値及び最小値 

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

※平成24年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。 

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。 

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。 

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。 

財政力 
財政力指数 [0.71]  類似団体内順位 

52/88 
全国平均 

0.51 
香川県平均 

0.56 

財政力指数の分析欄 

 本市の財政力指数は近年、一定の傾向にあるが、類似団体の平均値が大
きく伸びており、平成23年度は類似団体を下回る結果となっている。 
 引き続き歳入環境が厳しい中にあって、今後は公債費の需要額が増加す
るため、交付税依存の傾向が強まる見込みである。 
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財政構造の弾力性 
経常収支比率 [86.1%]  類似団体内順位 

18/88 
全国平均 

90.3 
香川県平均 

85.5 

経常収支比率の分析欄 

 臨時財政対策債の発行可能額が前年相当額であったことなどから、類似
団体との比較においても健全性が保たれている。 
 今後は、臨時財政対策債の動向に注視する必要はあるものの、引き続き
経常経費の圧縮と経常一般財源の確保に取り組み、歳入に見合う歳出構造
を維持しながら、臨時的経費に充当可能な財源の捻出に努めていく。
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人件費・物件費等の状況 
人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [102,546円]  類似団体内順位 

33/88 
全国平均 

119,477 
香川県平均 

113,725 

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄 

 物件費は増加傾向にあるものの、職員数の減などにより一人当たりの決算
額は一定額を保っており、類似団体との比較においても少ない経費を維持し
ている。 
 今後も、予算編成のみならず、予算の執行段階においても歳出の抑制に
努める。 
 

(円) 

180,000 

160,000 

140,000 

120,000 

100,000 

80,000 

60,000 

163,964 

75,751 

109,215 
110,464 111,974 108,618 111,565 

H23 H22 H21 H20 H19 

102,546 
100,937 99,757 103,172 105,032 

給与水準   （国との比較） 
ラスパイレス指数 [109.9]  類似団体内順位 

76/88 
全国市平均 

106.9 
全国町村平均 

103.3 

ラスパイレス指数の分析欄 

 東北大震災の復興財源として国家公務員の給与の減額措置がとられてい
るため、全国の地方団体において一時的に指数が悪化しているが、本市で
は、給与構造改革の導入が２年遅れとなったことや、初任給基準が４号上位
のため、類似団体との比較においても高い数値となっている。 
 今後は、給与構造改革実施時の制度見直しにより、是正が図られていくも
のと見込まれる。 
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定員管理の状況 
人口千人当たり職員数 [7.28人]  類似団体内順位 

63/88 
全国平均 

7.17 
香川県平均 

7.26 

人口千人当たり職員数の分析欄 

 類似団体と比較すると、保育所などの設置数や一部業務が直営であること
などから、民生・衛生部門の職員数が多くなっており、人口千人当たりの職
員数も類似団体より高い数値となっている。 
 今後も引き続き、保育所・幼稚園の子育て環境の再編整理や業務の民営
化・民間委託の推進などにより、平成24年3月に策定した「第二次丸亀市定
員管理適正化計画」に基づく職員数の適正化に努める。 
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公債費負担の状況 
実質公債費比率 [7.9%]  類似団体内順位 

38/88 
全国平均 

9.9 
香川県平均 

11.1 

実質公債費比率の分析欄 

 市債や事務組合の償還が一部終了していることや、近年発行している合併
特例債などがまだ据置期間であることなどから、実質公債費比率は改善され
ており、類似団体と比較しても低率となっている。 
 今後は、現在活用している合併特例債をはじめとする市債の償還が本格
化するほか、依然として庁舎や市民会館など公共施設の耐震化や一部事務
組合所管の施設更新などの課題が残されているため、丸亀市中期財政フ
レームにより厳格な公債費の管理に努めていく。 
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将来負担の状況 
将来負担比率 [61.8%]  類似団体内順位 

48/88 
全国平均 

69.2 
香川県平均 

64.1 

将来負担比率の分析欄 

 合併特例債の活用などにより、市債の現在高は増加傾向にあるものの、職
員数の減による退職手当負担見込額や一部事務組合等の償還金に係る本
市の負担見込額が減少しているため、将来負担比率は改善されている。 
 しかし、安全安心のまちづくり（公共施設の耐震化等）は、今後も継続して
いかなければならず、そのための財源手当として市債の発行は不可避であ
ることから、市債発行に当たっては、交付税措置のより有利な地方債の活用
に努め、実質負担の軽減を図っていく。 
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（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 香川県丸亀市 平成23年度 

経常収支比率の分析 

人 口 
面 積 

歳 入 総 額 
歳 出 総 額 

実 質 収 支 
標 準 財 政 規 模 
地 方 債 現 在 高 

112,173 

111.79 
42,032,945 
40,697,392 

1,192,570 
24,140,950 
42,126,043 

人(H24.3.31現在) 

ｋ㎡ 
千円 
千円 

千円 
千円 
千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 
実 質 公 債 費 比 率 
将 来 負 担 比 率 

- 

- 
7.9 
61.8 

％ 

％ 
％ 
％ 

市 町 村 類 型 
( 年 度 毎 ) 

H19  Ⅲ－１  H20  Ⅲ－１  H21  Ⅲ－１   
H22  Ⅲ－１  H23  Ⅲ－１ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 
 最大値及び最小値 

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

人件費 類似団体内順位 
67/88 

全国平均 
25.4 

香川県平均 
26.0 

人件費の分析欄 

  これまでの行財政改革により人件費の総額抑制に取り組んだ結
果、人件費は着実に削減できているが、類似団体と比較すると依然
として高い数値となっている。 
 今後は、「第二次丸亀市定員管理適正化計画」の実行により、職
員数の適正化に努め、人件費の削減を図っていく。 
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物件費 類似団体内順位 
12/88 

全国平均 
13.1 

香川県平均 
11.4 

物件費の分析欄 

 民間委託の推進などにより増加傾向にはあるものの、類似団体と
の比較においては依然として低い比率となっている。 
 今後は、現在整備している新たな施設などの維持管理経費の増
加が懸念されるが、充当財源の確保や予算執行段階での歳出抑
制に努めていく。 
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扶助費 類似団体内順位 
72/88 

全国平均 
10.5 

香川県平均 
9.5 

扶助費の分析欄 

 これまでも市単独事業の見直しなどに取り組んでいるものの、子
育て支援施策の充実などにより、類似団体と比較すると高い数値と
なっている。 
 今後は、国の制度改正等の動向にも注視しながら、引き続き本市
施策の見直しに取り組んでいく。 
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43/88 

全国平均 
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その他の分析欄 

 経年劣化による施設等の維持補修費が増加傾向にあり、類似団
体の水準に近づいてきている。 
 今後は、公共施設の再編整理に取り組むほか、施設管理におい
てファシリティマネジメントの導入などにより経費削減に努めていく。 
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補助費等 類似団体内順位 
38/88 

全国平均 
10.1 

香川県平均 
9.8 

補助費等の分析欄 

 丸亀市補助金等見直し基準に基づく3年ごとの補助金の見直しに
より、補助費等は減少傾向にあり、類似団体との比較においても低
率となってきている。 
 今後も引き続き、3年ごとの補助金等の見直しを実施し、補助費等
の適正化に努めていく。 
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公債費 類似団体内順位 
12/88 

全国平均 
19.0 

香川県平均 
16.7 

公債費の分析欄 

  一部の市債の償還が終了したことや、近年発行している合併特
例債等の据置期間であることなどから、公債費は一時的に減少し
ており、類似団体と比較してもかなり低い数値となっている。 
 今後は、合併特例債をはじめとする市債の償還が本格化すること
から、公債費管理を厳格に行っていく。 
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公債費以外 類似団体内順位 
44/88 

全国平均 
71.3 

香川県平均 
68.8 

公債費以外の分析欄 

 人件費の削減などにより類似団体の比率に近づいている。 
 今後も、職員数の適正化をはじめ、第2次丸亀市行政改革推進計
画に基づく事務事業の見直しに取り組んでいく。 
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

7,959,537 70,958 63,942 11.0
564,655 5,034 4,001 25.8
251,649 2,243 3,674 ▲ 38.9

- - 626 -
- - 5 -

295,036 2,630 2,645 ▲ 0.6
132,472 1,181 1,278 ▲ 7.6

▲ 1,333,515 ▲ 11,888 ▲ 7,786 52.7
7,869,834 70,158 68,385 2.6

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

7.28 6.65 0.63
109.9 107.4 2.5

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

3,219,089 28,698 39,398 ▲ 27.2

- - - -

- - 43 -

477,315 4,255 10,205 ▲ 58.3

499,710 4,455 1,979 125.1

10,232 91 1,167 ▲ 92.2

97 1 8 ▲ 87.5

▲ 157,023 ▲ 1,400 ▲ 7,533 ▲ 81.4

▲ 2,874,072 ▲ 25,622 ▲ 29,346 ▲ 12.7

1,175,348 10,478 15,922 ▲ 34.2
※平成24年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H19 3,881,078 34,711 11.6 49,332 ▲ 5.7 17.3

うち単独分 2,618,121 23,415 20.9 29,329 ▲ 11.9 32.8
 H20 4,692,511 41,911 20.7 50,068 1.5 19.2

うち単独分 2,573,744 22,987 ▲ 1.8 30,080 2.6 ▲ 4.4
 H21 9,886,357 88,529 111.2 53,925 7.7 103.5

うち単独分 7,165,778 64,167 179.1 34,260 13.9 165.2
 H22 5,983,600 53,464 ▲ 39.6 51,263 ▲ 4.9 ▲ 34.7

うち単独分 4,104,703 36,676 ▲ 42.8 29,061 ▲ 15.2 ▲ 27.6
 H23 6,804,950 60,665 13.5 41,433 ▲ 19.2 32.7

うち単独分 4,527,023 40,358 10.0 22,351 ▲ 23.1 33.1
 過去５年間平均 6,249,699 55,856 23.5 49,204 ▲ 4.1 27.6

うち単独分 4,197,874 37,521 33.1 29,016 ▲ 6.7 39.8

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）

合計
▲退職金

公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金

人口1,000人当たり職員数（人）
ラスパイレス指数

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
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（円） 
人口1人当たり決算額の推移 

（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 
香川県丸亀市 平成23年度 

当該団体値 類似団体内平均値 

人口1人当たり決算額の推移 当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 
 最大値及び最小値 
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40,000 

50,000 

60,000 

70,000 

80,000 

90,000 

100,000 

50,110 

92,136 

68,385 

72,525 

73,769 73,904 75,844 

H23 H22 H21 H20 H19 

70,158 

71,627 

74,363 
77,362 

80,453 

人口1人当たり決算額の推移 当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 
 最大値及び最小値 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

-4,654 

40,642 

15,922 

24,113 25,484 26,319 27,451 

H23 H22 H21 H20 H19 

10,478 
16,307 18,033 

20,848 20,731 
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標準財政規模比（％）

区分
年度 H19 H20 H21 H22 H23

3.62 3.65 6.11 8.03 10.49

4.72 5.10 4.14 4.85 4.94

▲ 2.77 0.39 1.72 2.88 2.64

財政調整基金残高

実質単年度収支

実質収支額

-5.00

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

H19 H20 H21 H22 H23

分析欄 

（5）実質収支比率等に係る経年分析（市町村） 平成23年度 香川県丸亀市 

標準財政規模比（％） 

 財政調整基金は、近年増加傾向にあり、今後も第二次丸亀市行政改革推
進計画に定めている「毎年3億円の積み増し」を実行していく。 
 実質収支額は、10億円程度の黒字で推移しており、今後も予算編成時の
みならず、予算執行段階での歳出抑制に取り組み、実質収支の維持を図っ
ていく。 
 実質単年度収支は、合併直後に厳しい状況であったが、近年は黒字が継
続している。今後も、基金の取崩抑制と残高の確保に努め、黒字を維持す
る。 
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標準財政規模比（％）

会計

年度
H19 H20 H21 H22 H23

0.03 ▲ 1.92 ▲ 1.84 ▲ 1.34 ▲ 1.12

8.77 12.31 26.19 34.38 30.42

14.30 14.12 13.80 11.02 13.84

4.72 5.10 4.14 4.85 4.94

0.46 0.44 0.10 0.18 0.33

- 0.01 0.01 0.04 0.01

0.00 0.00 0.00 0.01 0.00

0.16 0.06 0.08 0.01 0.00

▲ 0.48 - - - -

0.01 0.02 0.00 0.00 0.00

※平成24年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく連結実質赤字比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

国民健康保険特別会計

競艇事業会計

水道事業会計

一般会計

その他会計（赤字）

その他会計（黒字）

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

駐車場特別会計

公共下水道特別会計

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

赤
字
額
 

黒
字
額
 

赤
字
額
 

黒
字
額
 

赤
字
額
 

黒
字
額
 

赤
字
額
 

黒
字
額
 

赤
字
額
 

黒
字
額
 H19 H20 H21 H22 H23

分析欄 

（6）連結実質赤字比率に係る赤字・黒字の構成分析（市町村） 平成23年度 香川県丸亀市 

標準財政規模比（％） 

 国民健康保険特別会計は、医療給付費の継続的な増加により赤字
が続いているが、その他の特別会計及び企業会計は黒字を維持して
おり、その黒字額で赤字額を吸収している状況である。 
 国民健康保険特別会計は、「丸亀市国民健康保険特別会計財政計
画」を基本に、保険財政共同安定化事業（広域化）の動向も踏ま
え、累積赤字の計画的解消に取り組むとともに、その他の会計は黒
字を堅持し、市全体としては黒字基調を維持していく。 
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（百万円）

分子の構造
年度 H19 H20 H21 H22 H23

3,469 3,257 3,434 3,562 3,219

- - - - -

- - - - -

673 813 602 535 477

936 882 886 768 500

43 29 21 15 10

0 0 1 0 0

2,803 2,648 2,931 3,056 3,031

2,318 2,333 2,013 1,824 1,175

※平成19年度決算と平成20年度決算の元利償還金は特定財源の額を控除しており、満期一括償還地方債に係る年度割相当額は減債基金積立不足算定額を含んでいる。

※平成21年度決算以降の算入公債費等は特定財源の額を含んでいる。

※平成24年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

実質公債費比率の分子

元利償還金等(A)

算入公債費等(B)

(A)－(B)

元利償還金

減債基金積立不足算定額

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

公営企業債の元利償還金に対する繰入金

組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

債務負担行為に基づく支出額

一時借入金の利子

算入公債費等

（7）実質公債費比率（分子）の構造（市町村） 平成23年度 香川県丸亀市 

分析欄 
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（百万円） 

 元利償還金は、一部市債の償還終了や合併

特例債の据置期間であることなどから、一時

的に減少しているが、交付税措置の有利な地

方債を活用することにより算入公債費は維持

している。 

 また、公営企業債や一部事務組合の償還金

が減少していることもあり、現時点では実質

公債費比率の分子は減少傾向にある。 
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（百万円）

分子の構造
年度 H19 H20 H21 H22 H23

30,527 31,034 36,094 38,648 42,126

2,173 2,803 1,781 1,842 1,640

10,175 10,285 9,309 9,021 7,607

2,984 2,303 1,504 829 457

10,761 10,236 9,698 9,328 8,762

1,350 1,350 1,350 1,350 1,350

- - - - -

- - - - -

4,287 3,886 4,757 5,600 6,253

884 3,558 2,167 1,872 1,738

30,240 29,963 35,254 37,503 40,789

22,559 20,604 17,558 16,051 13,162

※平成24年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

将来負担額(A)

充当可能財源等(B)

(A)－(B)

一般会計等に係る地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人等の負債額等負担見込額

連結実質赤字額

将来負担比率の分子

組合等連結実質赤字額負担見込額

充当可能基金

充当可能特定歳入

基準財政需要額算入見込額
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分析欄 

（8）将来負担比率（分子）の構造（市町村） 平成23年度 香川県丸亀市 

（百万円） 

 安全安心のまちづくり（公共施設の耐震化
等）などの財源手当として、合併特例債等を発
行しており、地方債の現在高は増加している
が、公営企業債や一部事務組合の償還終了に伴
い負担見込額は減少している。また、退職手当
の負担見込額も職員数の減により減少を続けて
いるため、将来負担比率の分子は減少傾向にあ
る。 
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